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市町村と国との協働による地域福祉推進の取組について 

 

 

 平素より地域福祉の推進にご尽力を賜り厚くお礼申し上げます。 

 昨今、少子高齢化が急速に進行する中、各地域では、高齢者や児童等への虐待や孤立

死の問題、消費者被害の問題、災害時の要援護者支援の問題など生活課題が顕在化して

きており、地域福祉の再構築が課題となっております。 

 こうした中で、今後、市町村（特別区を含む。以下同じ。）と国とが協働して地域福祉

推進に取り組むため、全国５０か所程度の市町村（地域福祉推進市町村）に協力いただ

き、モデル事業の実施やその効果検証、地域福祉推進ネットワークの形成、意見交換の

実施、先駆的取り組みの情報発信等を行うこととしております。 

 つきましては、今後、協力いただく市町村を選定するため、各市町村の意向を確認し

たいと考えており、参加を希望する市町村におきましては、下記の手順等により期限ま

でに、関係書類の提出をお願いします。 

 なお、現時点での地域福祉推進市町村の役割や事業内容等については、別添１及び 

別添２の資料のとおりですので、管内市町村に対する周知の際には、本資料をご活用く

ださい。 

 本調査はあくまでも意向確認であり、地域福祉推進市町村の選定の際の１つの指標と

させていただくための作業であることを申し添えさせていただきます。 

 

記 

 

【都道府県にお願いすること】 

 ○ 地域福祉推進市町村の役割等について、管内市町村へ周知。 

 ○ 地域福祉推進市町村への参加の意向を確認していただき、別添３「参加意向調書」 

  （参加の意向がある市町村が記載）を取りまとめ。 

 ○ 都道府県は別添４の「都道府県記入票」に、参加の意向がある市町村についてそ

れぞれコメントを記入の上、別添３とともに厚生労働省へ提出。（指定都市・中核市

写 参 考 



については別添３のみ作成し、直接厚生労働省へ提出） 

 

【市町村にお願いすること】 

 ○ 地域福祉推進市町村参加の意向がある市町村は、別添３の「参加意向調書」を作

成のうえ、都道府県に提出。（地域福祉推進市町村参加の意向がない市町村は提出す

る必要はありません） 

 

 

提出の締切：平成２１年３月６日（金）（必着） 

提出方法 ：電子メールにて、照会先に記載されている[e-mail]アドレスに提出 

 

 

 

 （添付資料） 

  別添１「地域福祉推進市町村について（案）」 

  別添２「安心生活創造事業の創設について（案）」 

  別添２－１「安心生活創造事業を展開するうえでの事業モデル例（ひとり生活応援

プラン（仮称））」 

  別添３「地域福祉推進市町村参加意向調書」 （省略） 

  別添４「都道府県記入票」 （省略） 

 

 

 

 

 

 

 【照会先】 

地域福祉係 北尾、田代 

[TEL] 03-5253-1111（内線 2859） 

[TEL] 03-3595-2615 

[FAX] 03-3592-1459 

[e-mail]tashiro-yoshiyuki@mhlw.go.jp  



今後、市町村と国とが協働して地域福祉推進に取組むため、モデル事業の実施やその効果検証、地域福祉推進ネットワークの形成、
意見交換の実施、先駆的取組の情報発信等を行うことを目的とする。

１．趣旨

地域福祉推進市町村について（案）地域福祉推進市町村について（案）

（１）「安心生活創造事業」（国のモデル事業）の実施 → 別添２参照

（２）各地の先進的取組事例や地域福祉に関する各種データの提供(国との意見交換会の実施)

（３）地域住民への地域福祉活動に関する周知広報

２．役割

別添１

安心生活創造事業は、以下の３事項を必須の取組とするが、地域の実情に応じた様々な手法で実施することができるものとする。

① 基盤支援を必要とする人々とそのニーズを把握する

② 基盤支援を必要とする人がもれなくカバーされる体制をつくる

③ それを支える安定的な地域の自主財源確保に取り組む

なお、実施した取組については定期的な状況報告とともに、３年次目には一定の指標（別途連絡）に基づき、その効果等を検証し
報告していただく。

３．安心生活創造事業の内容

・ 「安心生活創造事業」の実施にかかる経費のみならず、国との意見交換会や、周知広報に係る経費についても、必要に応じ「安心生活創造事業」（定額補助）
の対象経費とする予定。
・ 安心生活創造事業の実施主体は市町村とする。ただし、ゾーン内の把握・見守る為の取組については、地域の実情に応じて適切に事業ができると認められる
社会福祉法人等に事業の一部を委託することができることとする。
・ 地域に設定するゾーンの範囲は、市町村が地域の実情に応じて設定できることとする。
・ 専門職については原則社会福祉士とするが、介護支援専門員としての実務経験がある者等、相談援助業務の実務経験がある者のうち、市町村が適当と認める
者をあてることができることとする。
・ 訪問員については広く地域に募集をかけるほか、非常勤のヘルパーの空き時間や、生活（介護）サポーター養成研修修了者などからも確保する。
・ 地域福祉推進市町村の協力期間は３年間を基本とするが、活動の状況等により５年まで延長する場合もある。

５．留意点

４．イメージ

地域福祉推進市町村

１．安心生活創造事業の実施

２．先進的取組事例や地域福祉に関する各種データの提供、国との意見交換会の実施

３．地域住民への地域福祉活動に関する周知広報

原則① 基盤支援を必要とする人々とそのニーズを把握する

原則② 基盤支援を必要とする人がもれなくカバーされる体制をつくる

原則③ それを支える安定的な地域の自主財源確保に取り組む

２及び３の具体的内容については、
別途、担当者会議等により説明を
行う予定。（４月メド）

平成２１年３月中 地域福祉推進市町村の決定

４月 地域福祉推進市町村への説明会の開催

５月～１０月 事業実施の為の準備期間

１０月以降 事業開始

６．今後のスケジュール案

地域福祉推進市町村について（案）地域福祉推進市町村について（案）



安心生活創造事業の創設について（案）

■ 地域福祉を推進するため、５０程度の市町村の参加により、地域福祉プログラムを実施。国と市
町村が協働して効果検証を行うとともに、全国に情報発信する。

■ 平成２１年度は、「安心生活創造事業」 （定額補助）を創設。以下の目的と３つの原則を充たし、
地域の実情に合わせた地域福祉プログラムを実施する。

「安心生活創造事業」（案）
＜セーフティネット支援対策等事業費補助金２１０億円の内数＞

■目的■
「一人暮らし世帯等」への基盤支援（「見守り」と「買物支援」）を行うことにより、 「一人

暮らし世帯等」が、地域で安心して暮らせるための支援を行う。

■３つの原則■
① 基盤支援を必要とする人々とそのニーズを把握する
② 基盤支援を必要とする人がもれなくカバーされる体制をつくる
③ それを支える安定的な地域の自主財源確保に取り組む

２１年度新規事業

別添２

「安心生活創造事業」の基本的な考え方 「安心生活創造事業」による基盤支援の充実

今、地域では、一人暮らし世帯が増加し、高齢者を標的とする詐欺事件の増加や孤立死の問題など、制度の対象とならない状態の人

であっても、一人暮らしなどで日常的な家族のサポートが得られない世帯等（以下「一人暮らし世帯等」）が、地域で安心して暮らせるた

めの支援が課題となっている。

これら「一人暮らし世帯等」が、地域で安心して暮らせるためには、様々なニーズが充たされる必要があるが、それをあえて領域別に整

理すると、「 （日常生活領域）食事の確保や掃除、洗濯など日常生活に必要なこと」、「 （移動領域）通院や買物などのための外出」、

「 （交流領域）友人との交流や仲間づくり」、「 （日常外領域）大掃除のような日常的ではないが必要なこと」、そして 「（基盤領域）自分で

は気づかない生活や心身の変化を察知し、問題を早期に発見・対処するために必要なこと、いわゆる「見守り」」の５領域があると考えら

れる。（図１）

「一人暮らし世帯等」 の多くは、このうちのほとんどを自分自身で行えるし、できないことに

ついては市場サービスによって充足したり、地域福祉活動などの支援を受け取りながら、そ

れぞれのスタイルで自立した生活を営んでいる。

しかし、その一方、「一人暮らし世帯等」には、何かあったときの不安があり、頼れる人がい

ないという人も少なくない。詐欺事件や孤立死などの深刻な問題の予防を考え合わせても、

（基盤領域）であるいわゆる「見守り」は、「一人暮らし世帯等」が地域で安心して暮らせるた

めに不可欠な基盤となる支援（基盤支援）であり、その整備は喫緊の課題といえる。

（基盤領域）であるいわゆる「見守り」が、 「一人暮らし世帯等」にとって不可欠な基盤支援

であることを踏まえるならば、その整備に当たっては、必要な人がもれなくカバーされること

が重要である。

基盤領域

危機管理早期発見
（安否、察知）

情報支援 不安解消

早期対処

移動領域

付き添い

移送

交流領域

仲間づくり

日常生活領域

ゴミ捨て食事（調理）

洗濯

日常の買物・宅配の手配

日常の掃除 布団干し

日常外領域

大掃除

日用品以外の買物

ちょっとしたこと

いわゆる
「見守り」

地域生活のニーズ

＊ いわゆる「見守り」は、現在、住民や民生委員活動によって実施されている。これら

の活動をみると、「見守り」には、以下の５つの要素が見出される。

①「早期発見（安否確認、変化の察知）」、②「早期対処」、 ③犯罪被害等を予防する

「危機管理」、④生活に必要な情報提供や助言を提供する「情報支援」、⑤孤独感を

軽減したり安心感を与える「不安解消」

一
人
暮
ら
し
世
帯
の
基
盤
支
援

＜図１＞



また、生活上不可欠という点では、（日常生活領域）の中でも食事や日用品など生活に欠かせないものを市場から調達する手段で

ある「買物」が支障なく充足されることは、「見守り」同様に重要と考えられるので、「見守り」とあわせて「買物支援」を基盤支援に組

み入れることが必要である。

したがって、「一人暮らし世帯等」への基盤支援は、「見守り」と「買物支援」が行えるものとし、その提供に当たっては、必要とする

人がもれなくカバーされる体制をつくることが求められる。

なお、「見守り」については、現在、住民や民生委員活動によってきめ細かく実施されていることから、これらの活動との協働が重

要であり、「買物」については、既存資源の活用や自立支援の観点から、買物代行よりむしろ「宅配」の活用（情報提供や利用支援

等）支援を進める。

その上で、このようなサービスに、地域が取り組みたいと考えたとき、自治体の考え方や財政力のみに左右されることなくその意思

を具体化できるようにするためには、公費のみに依存しない「安定的な地域の自主財源確保」は、不可欠である。

以上から、 「一人暮らし世帯等」が地域で安心して暮らせるようにするための基盤支援では、以下の３つを原則に整備を進める。

① 基盤支援（ 「見守り」と「買物支援」 ）を必要とする人々（「一人暮らし世帯等」）とそのニーズを把握する

② 地域の基盤支援を必要とする人がもれなくカバーされる体制とする

③ それを支える安定的な地域の自主財源確保に取り組む

こういった取り組みは、見守り活動などへの「参加」と、無理のない寄付で地域に必要なサービスを支える「参加」の両面に住民が

参加する仕組みであり、地域の共助を更に進めるものでもある。

ついては、平成２１年度において新規事業として、「安心生活創造事業」 （定額補助）を創設する。５０程度の市町村の参加により、

上記３つの原則を踏まえた事業開発（図２）に取り組み、国と市町村が協働して効果の検証を行うとともに、全国に情報発信するこ

ととする。（参考（別添２－１）：ton plan「ひとり生活応援プラン（仮称）」）

安定的な地域の自主財源

見守り 買物支援（情報提供、宅配活用等）

基盤支援が必要な一人暮らし世帯等

必要とする人をもれなくカバー

一人暮らし世帯等への基盤支援

＋

対
象
者
の
把
握

（
調
査
等
）

＜図２＞



「ひとり生活応援プラン（仮称）」

「安心生活創造事業」 の目的と３つの原則を充たす事業として以下を基本コンセプトとして実施。

１．基盤支援（「見守り」と宅配利用支援等の「買物支援」）を必要とする人とニーズを把握するため、

訪問調査やマップづくりなどにより必要な人の発見とニーズ把握を行う。

２． 基盤支援を必要とする人がもれなくカバーされる体制をつくるため、

（１）地域に小地域のゾーンを設定。 （例えば人口２万人程度（２中学校区相当））

（２）ゾーンを担当する主任（チーフ）を常設し、そのもとで訪問活動を行う訪問員を配置する。

（３）住民や民生委員活動と協働しきめ細かく対応する。

３． 「ひとり生活応援プラン（仮称）」を支える安定的な地域の自主財源確保に取り組むため、
● これまで主な財源であった３つのポケット「公費」「保険料」「利用料」に加え、寄付や賛助会費による「第４のポ
ケット」を充実し、公費や利用料等を効果的に組み合わせる。

● 第4のポケットを、共同募金の仕組み等により確保する。

● 「第4のポケット」の充足は、これまでにない新しい取り組みとして
① 住民に広く募る「１コイン」募金
② 商店や企業が第４のポケットへの寄付を含んだ商品を販売する「地域の福祉応援グッズ」による募金（仮
称）を進める。

ton plan

ton plan(仏)＝your plan（英）
plan（仏）=計画・地図「安心生活創造事業」の事業モデル

基本コンセプト

別添２－１

「ひとり生活応援プラン（仮称）」の内容について

＜概 要＞

市町村に小地域のゾーンを設定、市町村が適当と認める民間団体が提供主体となって、ゾーン内の一人暮らし世帯

等を対象とした見守りを実施。各ゾーンには、ゾーン内を見渡し、民生委員や住民の活動と協働し、各種の手段を組

み合わせて見守りを提供する主任（チーフ）と、そのもとで定期的な訪問を行う訪問員を配置。最低月１回、希望し契

約する人には週１回以上の職員による訪問を実施することにより、ゾーンをもれなくカバーする。あわせて、一人暮ら

し世帯等が、生活に必要なものを調達するための宅配サービスの活用支援等を行う。

財源は、地域の自主財源(第４のポケット）・公費・利用料を組み合わせる。市町村と提供主体は、安定的な財源確

保のため、企業や商店、住民の協力を得て、第４のポケットの充実に取り組む。

＊「一人暮らし世帯等」・・一人暮らし高齢者･障害者世帯、高齢者･障害者夫婦世帯、日中一人暮らしの高齢者･障害者など

■ 市町村の ① 提供主体の選定 ② ゾーンの設定 ③ 提供主体への情報提供、助言、協力
役割 ④ 対象者の把握 ⑤ 困難事例等への対処 ⑥第４のポケットの充実に取り組む

■ 所要額 １ゾーン 年間約６００万円
・主任（チーフ）配置 約 ４４０万円
・訪問員配置 約 ９０万円
・通信運搬等事務費 約 ７０万円

■財 源 第４のポケット、利用料、公費の組み合わせ

■提供主体 住民の地域福祉活動と公的サービスに円滑につなぐことができ、市町村が本事業の実施主体として適

当と認める団体
＊ 事業を安定的かつ継続的に実施するために、共同募金配分を受けられ、寄付金控除の対象となる団体

(社会福祉法人、公益社団法人、公益財団法人、認定特定非営利活動法人等）が望ましい

■提供主体 ① 対象者の把握 ② ゾーンを担当する主任（チーフ）と訪問員の配置 ③ 見守りと買物支援
の役割 ④ 住民や民生委員活動・関係機関との協働・連携 ⑤ 個配・宅配サービスの情報収集

⑥ 第４のポケットの充実に取り組む



■ 対象者 一人暮らし高齢者･障害者世帯、高齢者･障害者夫婦世帯、日中一人暮らしの高齢者･障害者など

で「見守り」が必要な人（以下「一人暮らし世帯等」）＜図４＞参照

■ サービス 以下をあわせて行う。

内容 （１） 「早期発見（安否確認・変化の察知）」、「早期対処」、「危機管理」、「情報支援」、「不安解消」

(２） 生活に必要なものを市場サービスから調達するための買物支援（市場サービスを活用するた

めの情報提供、宅配の活用など） 。

■ 提供体制 市町村にゾーン（例えば人口２万人程度（２中学校区相当） ）を設定。ゾーンを担当する「主任（チ

ーフ）」と、そのもとで訪問活動を行う訪問員を配置し、住民や民生委員の活動と協働して、ゾーン内

をもれなくカバーする。

（１）「主任（チーフ）」は、利用者や対象者の見守りが保障されるよう本事業の提供プランを作成（必

要に応じて他の見守り手段を組み合わせる）。「訪問員」からの報告、民生委員等との協働により

対象者の状況を把握し、状態に応じ関係機関と協力し解決を図る。

（２）「訪問員」は、プランに基づいて訪問（①「契約訪問」、②「巡回訪問」）を行う。

■担い手の （１）主任（チーフ）・・対象者の心身や生活変化を察知し適切に対応できる専門性のある者。例えば、

確保 地域包括支援センターの在宅に関する相談支援経験のある者、日常生活自立支援事業の専門

員として相談支援の経験のある者など。

原則、社会福祉士とする。

（２）地域に募集するほか、非常勤ヘルパーの

空き時間や、生活（介護）サポーター養成研

修修了者などから確保

主任（チーフ）

訪問員 訪問員

一人暮らし 一人暮らし

住民、民生委員、事業者等

連携

ゾ
ー
ン
（２
中
学
校
区
／

人
口
２
万
人
等
）見守り

＜体 制＞

＜対象＞「契約訪問」を希望しない一人暮らし世帯等で定期的な訪問が必要な人 ＜訪問者＞訪問員（非常勤）
＜頻度＞原則月１回。１回１０分～２０分程度
＜料金＞なし
＜利用方法＞実施者の判断
＜内容＞ 《共通》 ①身体変化･生活変化察知、②安否確認、③生活上のアドバイス（宅配の活用等）

巡回訪問（無料）

＜対象＞一人暮らし世帯等で契約による定期的な訪問を希望する人 ＜訪問者＞訪問員（非常勤）
＜頻度＞週１回程度。１回１時間以内
＜料金＞月額基本料●●●●円（週１回。週１回を超える場合は、超えた分１回につきプラス●●●円）
＜利用方法＞申し込み（契約）
＜内容＞《共通》 ①身体変化･生活変化察知、②安否確認、③生活上のアドバイス（宅配の活用等）
《契約訪問のみ》 ④室内でのちょっとしたことの手助け（ゴミ分別、電球交換、宅配の発注書の記入）

⑤主任（チーフ）の定期訪問
《オプション》 ⑥親族に利用者の状態を定期的に報告 ⑦その他（例えば買物の代行、死後の処理など）
＊漠然と広がることのないよう契約書にサービス内容を明記する

契約訪問（有料）

■ 方 法 「契約訪問」と「巡回訪問」を行う。民生委員や住民、社会福祉法人や事業所による見守り、あるい

は商店などの市場サービスと見守りを組み合わせる等により、その機能を高める。
① 「契約訪問」・・希望する対象者を訪問員が、週１回以上定期的に訪問（有料）
＊利用料の金額は、実施主体の判断
② 「巡回訪問」・・「契約訪問」を希望しないが、実施主体が「見守り」が必要と認める対象者を月１

回短時間訪問（無料）
＜図Ａ＞参照

■ 留意点 「一人暮らし世帯等」の「見守り」は、訪問のみによってカバーされるものではなく、地域のサークル
やサロン活動への参加など地域の多様なかかわりも重要なことから、対象者・契約者の個別の状態
に応じて適切な情報提供や支援を実施する。



本人、親族からの相談発 見

相談受付必要性の判断

「基盤支援プラン」作成
（回数、内容、資源の組み合わせ）

＜利用意思の明確でない人の場合＞
援助としての実施

＜利用意思が明確な人の場合＞
契約サービスとしての実施

サービス提供の流れの例

契 約

月1回訪問（無料）開始

月2回以上の訪問とその他の支援（有料）

モニタリング

援助として実施

契約サービスとして実施

図Ａ

財源の考え方

公 費

利用料

・「利用訪問」利用

者の利用料

保険料

＜非該当＞

寄付金･賛
助会費等

第１のポケット 第４のポケット第３のポケット第２のポケット

○商店や企業が寄付を含んだ商品を販売する「地域の福祉応援グッズ」による募金を実施。

○賛助会費の設定や、募金箱の設置等募金活動を実施。

○「ふるさと応援型ショップ（あるいはブースやグッズ）」を設置し、その売り上げの一部をファンドに拠出。

○住民に広く募る「１コイン」募金（１世帯あたり１ｺｲﾝを募金）を実施。

地

域

広

域

○共同募金ブランドをいかした寄付プログラムの開発。

○福祉関係事業へ助成している団体との資金助成の連携。

○「遺贈」の受付を推進。

地域福祉応援ファンド（仮称）の創設

第
４
の
ポ
ケ
ッ
ト
に
協
力
す
る
地
域
貢
献
が
、
顧
客
拡
大
や
イ

メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
、
商
店
街
振
興
に
つ
な
が
る
関
係
が
重
要

取り組みの例



ひとり生活応援プラン

主任（チーフ）※専門職

訪 問 員

対象者数：１ゾーン５０人程度 活動資金：約６００万円

頻 度：週１回～月１回 利用料金：月●●●円

一人生活高齢者

等の家事を楽に

する商品

・冷凍食品

・レトルト商品

・ハンドワイパー

地域の福祉応援グッズ（仮称）
＜応援グッズ１商品につき●円＞

訪問員の派遣 ※住民や民生委員活動等と連携

・巡回訪問による早期発見等の

対応

・日常の買い物支援

・宅配サービスに係る注文書の

記入

・宅配利用料金の支払い支援

・会員店情報の登録

・利用者からの支援要望等を

情報提供
地域福祉応援
ファンド

＊共同募金の仕組み等

ひとり生活サポート会員店

宅配されると喜ば

れるもの（重たい

もの、大きいもの）

・米、味噌、醤油

・トイレットペーパー

・洗濯洗剤

企業や商店がサポ

ート商品に指定する

もの

・主力商品

・ＰＢ商品

・新製品

一人暮らし世帯等

遺贈の受付

＜１ゾーン＝２中学校区相当＞

人口約２万人

遺贈の受付

「１コイン」募金

地域内におけるサービス提供の基盤整備の

ため、各世帯に寄付（１世帯１ｺｲﾝ）の協力依頼。

事業の基盤

経費に充当

第4のポケット

co-op,
地元商店 等

社協,NPO 等

「安心生活創造事業」の事業モデル 「ひとり生活応援プラン=ton plan （仮称）」のサービスと財源のイメージ

ton plan(仏) ＝your plan（英）

＜参考＞ 図１

共同募金の仕組みを活用した場合の「地域福祉応援ファンド」のイメージ（例）

•共同募金の「地域で集めた資金を地域に循環させる」寄付システムにより、市町村支分会が歳末助け
合い運動等住民による「１コイン」募金を推進し、寄付の受け皿となることが考えられる。

•共同募金への寄付には税制上のメリットがあることから、企業からの「応援グッズ」による寄付の受け
皿となることが考えられる。

•共同募金会は、「ひとり生活応援プラン」の提供主体と連携し、寄付者や寄付プログラムの開拓を行
い第４のポケットの充実に取り組むことが期待される。

県内企業から
の「応援グッ
ズ」の寄付

「歳末助け合い募金」な
どゾーンの住民による
「１コイン」募金の寄付

都道府県共同募金会

地域の商店街等からの
「応援グッズ」の寄付

地域で集めた資金を
地域に循環

ゾーン

ひとり生活応援プラン
提供主体

助
成
申
請

市町村支分会

配
分

サービス提供

寄付者（企
業）を開拓

寄付

【共同募金について】
・実施主体…都道府県共同募
金会、同市町村支分会
・実施期間…毎年10月－12月
・税制上のメリット…①法人税
（全額損金）、 ②所得税（定額控

除）、③住民税（定額控除）

未定稿 図２



基盤領域

危機管理早期発見
（安否、察知）

情報支援 不安解消

早期対処

移動領域

付き添い

移送

交流領域

仲間づくり

日常生活領域

ゴミ捨て食事（調理）

洗濯

日常の買物・宅配の手配（惣菜、食材、日用品）

日常の掃除 布団干し

日常外領域

大掃除

日用品以外の買物

ニーズ 地域にあるサービス

市場サービス

商店 コープ 宅配 他

地域の新たな見守り体制
＜ひとり生活応援プラン（仮称）＞

訪問員

住民による地域福祉活動
（地域福祉活性化事業等）

民生委員 ボランティア ＮＰＯ住民

ちょっとしたこと基
盤
支
援
＝

ひ
と
り
生
活
応
援
プ
ラ
ン
の
範
囲

連携

活動提供

サービス提供

サービス提供

いわゆる
「見守り」 主任

地域に募集
するほか、
非常勤ヘル
パーの空き
時間や、生
活（介護）サ
ポーター養
成研修修了
者などから
確保

連携

＜ニーズと地域のサービス＞

図３

契約者
１中学校区8人程度

巡回訪問者
１中学校区17人程度

拒否者
数名

地域のネットワークによる見守り対象者
１中学校区70人程度

「見守り」支援の不要な人
１中学校区250人程度

民
生
委
員
活
動
、
地
域
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

見守りが
必要

定期的な訪問が必要と判断されるが訪
問を受け容れない人（「巡回訪問対象
者と同様」）

職員による週1回以上の定期的な訪問
を希望する人
（安心感を得たい、何かのときのためにしっ
かりしたところとつながっていたい、話し相
手がほしい人など）

「契約訪問」は希望しないが職員による
定期的な訪問が必要な人で訪問を受け
容れる人（消費者被害の対象になりやす
い、身寄りがなく孤立している人など）

ひとり暮らし等であるが、友人や親族との
活発な交流があったり、サークル活動への
積極的な参加などによって見守られる環
境が整っている人

職員による定期的な訪問までは必要な
いが見守りが必要な人（しっかりしている
が友人や親族との交流やサークル活動へ
の参加がほとんどない人など）

対象者の状態像 対応対象者数（想定）

１中学校区あたりの一
人暮らし高齢者の全
国平均350人

市
町
村
（福
祉
部
局･

保
健
師

等

）＊
対
象
者
把
握
、
困
難
事
例
対
応
等

ひ
と
り
生
活
応
援
プ
ラ
ン
（
仮
称
）

対象者のイメージと対応の関係（人口約1万人（１中学校区））

ここでの対象者数は、一人暮らし高齢者について想定。内閣府「平成１７年度世帯類型に応じた
高齢者の生活実態に関する意識調査」の数字を一人暮らし高齢者数に乗じたもの

図４



600万円 600万円

600万円

600万円 600万円

Ａ市
＜人口１０万人の例＞

スーパーバイズ

連携・調整

情報提供

実施主体とゾーンごとの運営主体が異なる場合

ゾーン３
Ｂ運営主体

チーフ

訪問員

ゾーンと体制のイメージ

訪問員

チーフ

訪問員 訪問員

チーフ

訪問員 訪問員

チーフ

訪問員 訪問員

チーフ

訪問員 訪問員

ゾーン２
Ａ運営主体

ゾーン４
Ｃ運営主体

ゾーン５
Ｄ運営主体

ゾーン１
提供主体

実施主体が全てのゾーンを担当する場合

3,000万円

スーパーバイズ

連携・調整 情報提供

提供主体

チーフ ５人

訪問員 訪問員 訪問員

ゾーン１

ゾーン２

ゾーン３

ゾーン４ ゾーン５

地域により多様なパターンあり

Ｂ市
＜人口１０万人の例＞

図５




